
予算要求資料
平成３０年度当初予算　支出科目　　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　清流の国ぎふ環境教育推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　環境生活部　環境企画課　環境教育係　電話番号：058-272-1111（内2697）

　　　　　　　E-mail：c11265@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　　1,821千円（前年度予算額：1,400千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,400
	0
	0
	0
	492
	0
	0
	0
	908

	要求額
	1,821
	0
	0
	0
	392
	0
	0
	0
	1,429

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成２８年３月に作成した第５次岐阜県環境基本計画では、基本目標であ

る「環境に配慮した持続可能な取組みを創る」ため、「環境に配慮した自主

的行動の促進」を図ることとしている。本事業は、学校、企業（団体）、家
庭における県民の環境配慮行動を促進するため、講師派遣、環境配慮行動等
の学習会等を実施するものである。
（２）事業内容

　　　【清流の国ぎふ環境学習推進事業】

・環境保全学習や活動を実践している有識者等を環境教育推進員として委嘱し、希望する学校等へ派遣

・環境教育推進員は、環境教育に携わる教員に対して環境保全を体系的に学ぶための計画づくりや学習内容に対する助言を行うほか、学校や企業等で行う環境に関する講座の講師を務める。

　　  【環境配慮行動等学習会】

　　　 ・各圏域において、新年度構築予定の（仮称）環境マイスター制度に基づき委嘱する（仮称）環境トップマイスターや環境教育推進員により、省エネ行動の体験講座や、環境に配慮した商品の試行講座などを実施
　　  【家庭から省エネチャレンジ事業】

　　　  ・家庭での省エネ行動を実践するため、電気の使用を通して温室効果ガス排出抑制を学習する小中学生を対象とした出前講座
　　　【省エネクッキング教室】

　　 　・親子を対象とした省エネにつながる食材選び、調理方法、後片付けの方法を学ぶ出前講座
（３）県負担・補助率の考え方

次世代を担う子どもたちや県内企業、団体、家庭における環境保全意識の向上を目指すものであり、県負担は妥当

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	728
	環境教育推進員謝金等

	旅費
	437
	環境教育推進員派遣旅費、打合せ旅費

	消耗品
	578
	学習資材、事務用品購入

	燃料費
	10
	公用車燃料代

	役務費
	30
	電話代・郵便代

	使用料及び賃借料
	38
	会場借上料等

	合計
	1,821
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
      岐阜県環境基本計画
　　　　第４部　１「清流の国ぎふ」を未来につなぐ人づくり

　　　　　　　　（１）環境に配慮した自主的行動の促進

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　学校現場の教員に対して、ノウハウの提供など側面的な支援を行うことで、

子どもの発達段階に応じた体系的な環境教育を推進する。

また、次代を担う子どもから大人までが地域の環境や配慮行動の実践を学ぶことにより、社会全体の環境に対する意識を高め、「清流の国ぎふ」づくりの担い手となることを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	清流の国ぎふ環境学習推進事業講師派遣回数
	26
（H24）
	19
（H27）
	39
（H28）
	25
(H29.9月末
時点)
	60
（H30）
	41.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○環境学習推進事業　

小・中学校等への派遣回数　25回、1,024人参加（H29.9月末時点）
　○家庭から省エネチャレンジ

　　小学校等での実施校数　3校、265人（H29年度計画決定数）

　○省エネクッキング教室

　　3回、46人参加


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　体系的な環境教育の計画作成や専門知識を活用した授業の実施、出前講座等の開催により、子どもを中心に環境保全意識を高める機会を提供することができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　 ◯

	学校教育の現場では、多様な環境課題を授業で取り扱う際に必要な「専門的知識のある人材」や「環境教育全般を俯瞰的な視点で指導・助言できる人材」が依然として不足しており、今後も引き続き専門家派遣、出前講座による支援が求められている。

　また、県の温暖化対策は、家庭部門の温室効果ガス排出量削減が課題であり、家庭に対する対策が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	県内小・中学校等からの講師派遣や出前講座について、毎年一定のニーズがあり、学校で環境教育を進める上で、効果的であるという評価が得られているものと考える。

また、アンケート調査の結果、温暖化の現状に対する理解の深まった旨の回答があり、省エネ意識の向上が見受けられている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

◯
	地域人材や県地球温暖化防止活動推進センター、教育委員会等

と連携して実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
学校現場等のニーズに即して、より効果的な環境教育の推進に適した人材

の育成や環境に配慮した自主的行動の一層の普及


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

環境教育は、持続可能な社会づくりのため、今後も継続的に取り組む必要がある。

来年度は、学校や企業、家庭における環境教育の充実に向けて、これまで

実施してきた学習機会の提供を一層拡充するとともに、体験活動の実施、環境教育に関する情報発信を充実させる。また、環境教育を実施できる人材育成を図っていく。


